
由利本荘市の進めるデジタル化
＜住み慣れた地域にいつまでも暮らせるためのまちづくり＞

２０２３年６月
由利本荘市 DX推進監 藤原 慎哉



非接触の空中ディスプレイ導入

窓口キャッシュレス化

移動市役所の実証実験
「市役所デジタルスポット」の設置

「スマート申請」サービス開始
スマートストアの実証実験

新しい市役所窓口

この一年間の主な取り組み
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デジタル化推進計画の策定 デジタルデバイド解消事業

すべての窓口で
電子マネーや
QRコード決済
が使用可能に

すべての窓口で
電子マネーや
QRコード決済
が使用可能に

LINE公式アカウントによる
情報発信の強化

グループウェアのクラウド
移行による内部効率化



秋田県 由利本荘市の状況

• 地理：秋田県南西部に位置し,県内最大の面積

• 人口：72,634人（65歳以上:38.6％）

• 平成17年に８自治体が合併して誕生

• 海(日本海),山(鳥海山),川(子吉川)豊かな自然

• 2040年にかけて「消滅可能性都市」に該当

• 人口減少,少子高齢化,人材不足,交通不便

• 自主歳入財源と市人件費が同額で交付金頼り

• 秋田県立大学の本荘キャンパスあり
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出典：秋田県県民意識調査「県の重要課題について」

順位 項 目
R1→R2
上昇率

R1→R3
上昇率

1 学力向上に向けた取組の充実 1267% 1376% 

2 ＩＣＴによる便利な暮らしの実現 142% 291%

3 教員の指導力向上 159% 188% 

4 ＩｏＴ、ＡＩ技術等の産業導入進 81% 184%

5 温暖化防止活動や自然環境保全 122% 167% 

6 スポーツ振興による地域活力向上 263% 167%

7 快適で和らげる生活基盤の整備 195% 148% 

順位 項 目
R1→R2
上昇率

R1→R3
上昇率

1 ＩＣＴによる便利な暮らしの実現 263% 245% 

2 学力向上に向けた取組の充実 169% 148% 

3 温暖化防止活動や自然環境保全 141% 142% 

4 教員の指導力向上 115% 140% 

5 地域防災活動の充実 157% 139% 

6 農山漁村地域の活力向上 129% 137%

7 ＩｏＴ、ＡＩ技術等の産業導入 163% 126% 

● 由利本荘市民の回答

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0

ＩＣＴによる便利な暮らしの実

現と地域の活性化

学力向上に向けた取組の充

実

温暖化防止活動や自然環境

保全対策の推進

教員の指導力向上

地域防災活動の充実

農山漁村地域の活力向上

ＩｏＴ、ＡＩ技術等の産業への導

入の促進

令和元年度 令和2年度 令和3年度

コロナ禍を経てICTへの期待の高まり
● 秋田県民の回答



オンラインサービスの拡充・人件費減少

デジタル田園都市交
付金の活用

補助金もなく自治体
独自予算で措置

自治体マイナポイント制度
活用で迅速な給付

紙ベースの手続き継続・人件費高

給付金は現金中心のまま、
独自のデータベース作成
コスト増

デジタル田園交付
金や自治体マイナ
ポイント活用など
にエントリーしない
自治体は乗り遅れ

あらゆる行政
サービスが
スマートで便
利に

交付金でデータ連係基盤構
築、スマートシティ化

２０２３年 ２０２４年

デジタル田園都市交付
金で、マイナカード申請
率が申請要件に

マイナンバーカード交付
率を地方交付税の算定項
目とする方針を表明

交付金の対象外とな
り、データ連携基盤
構築などは自治体が
自前予算で構築

・政府は、マイナンバーカードを核として、デジタル
化に積極的な自治体を支援する方針が明確。
・地方交付税だよりの自治体には甚大な影響。

地方自治体を取り巻く環境
２０２５年
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２０２2年

地方交付税交付金に格差
「デジタルの崖」と呼ばれる年
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６つの課題（自治体DX）

１ 何から始めれば良いか分からない

２ 役所の役割が分からない

３ マイナンバーカードが普及しない

４ 新しい取り組みに反対される

５ 固定観念に阻まれる

６ 予算不足、人材不足

⇒ 実は外部との調整より、内部の調整の方が大変



課題１

「パッケージ」作戦
・ まずは他の自治体の成功例からマネしてはじめてみる
・ バラバラの事業をまとめて、パッケージで展開
・ あくまで住民のためになるかどうかで判断

何から始めれば良
いか分からない

１ 新しいアイデアが思い浮かばない
２ 予算も少ない
３ ICT導入は単なる買い物になりがち
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● 令和５年度４月３日（月）より運用を開始。パッケージで無人で運用するのは全国初。
● 令和４年４月に「スマート無人行政キオスク事業」として採択された「Ｒ３デジタル田園都市国家構想推進交付金」を活用。

無人運用「市役所デジタルスポット」の設置

遠隔相談システム遠隔相談システム

証明書交付キオスク端末証明書交付キオスク端末

デジタルサイネージデジタルサイネージ

由利本荘市デジタルスポット由利本荘市デジタルスポット
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令和５年５月末までの稼働実績

住民票などの証明書の発行： １３５件
（内訳：市民ホール108、カダーレ２１、アリーナ６件） ※１

遠隔相談実績： ９件
（相談受付箇所：矢島３、由利２、本庁市民ホール３、アリーナ１）
（職員対応箇所：福祉支援課７、地域包括支援センター２）

デジタルサイネージ操作実績： 1,332件
（一人あたり３タッチと換算すると約４４４人が操作）



課題２

「企業の力をお借りする」作戦
・ 日本企業のものづくり技術を普及させたいという思い
・ 技術の展示の場としての公共施設の有効活用
・ 企業支援は将来の可能性を広げることにつながる
・ 日本企業支援は役所の重要業務（在外公館はすでにやっている）
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役割が分からない
１ 役所ができることは少ない？
２ 特定の企業支援をしてはダメ？
３ 将来性のある若者が地元を選ばない



秋田初の空中ディスプレイ設置

未来を担う子ども達や地元企業に、最新の科学技術に
触れていただきたい、との思いが皆に伝わった。
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課題３

「背水の陣」作戦
・ マイナンバーカードは唯一のオンライン対応の公的本人確認証
・ 全国初で宣言してしまうことで、背水の陣を引く
・ 「宣言」すること自体には、お金もかからない
・ いずれ普及は進むことを見越して、率先して利活用へ舵を切る
・ 交付金や市の予算確保も要求しやすくなる
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マイナンバーカー
ドが普及しない

１ 行政デジタル化の根幹となるもので
あるにも関わらず、市の職員ですら
取得が進まない

２ 使い道が住民に見えていない
３ 安全性の不安もあり普及が進まない



【マイナンバーカード利活用宣言】
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普及率は
３０％から
７４％へ
上昇



課題４

「ソフトランディング」作戦
・ まずは実証実験から開始してみることで了解を得た
・ 好評だった実験結果を推進力に
・ 職員目線ではなく、住民目線で利便性を高める必要性
・ ゴールまでのスケジュールを立て、本格実施へ

13

新しい取組に反対
１ 職員目線で仕事を増やしたくない
２ 現状維持で満足、新しい取組には反対
３ 固定観念とあきらめ感
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【スケジュール】

① WAONによる先行実験
• 令和4年1月～6月試行

② 窓口でキャッシュレス決済を本格導入
• 令和4年11月から
• 各種クレジットカード、電子マネー、QRコードが使えるように

③ オンライン申請・決済システムの導入（スマート申請）
• 令和５年１月１６日から開始

• 決済はオンラインでクレジットカードで行い、マイナンバーカードで本人確認
の上、住民票等は自宅に郵送される仕組み導入

窓口キャッシュレス化

郵送で自
宅にお届け



課題５

「民・産・学・官で総力」作戦
・ 過疎地では、コンビニやスーパーの撤退は当たり前
・ 働き手不足も深刻な問題
・ 民間任せではなく、行政も実験や研究をしていくべき
・ 大学や企業の協力が得られれば、できることはある
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固定観念の打破
１ 民業分野に行政は手を出すな？
２ 批判を恐れ前例主義や保守的な考え
３ どうせダメだというあきらめ固定観念



【無人店舗の実証試験】
市・大学・企業で連携して「スマートストア」の実証実験を実施
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課題６

「住民を味方にする」作戦
・ 協力企業にとっても地域貢献の宣伝になるように設計
・ 記事イメージを作成してから立案
・ 住民アンケートでもぜひ導入して欲しいという声が集まる
・ 実験済みである強みを活かして、さらに交付金を申請
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予算不足や人材不足
１ はじめは予算も何も無い
２ 新しい分野はスタッフもいない
３ やっても無駄という意識



【移動市役所 本格運用へ】

多くの市民の方から「また利用したい」という賛同を得られ、
何度もTVや新聞で取り上げられ好循環
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令和４年９月実証実験
令和５年５月本運行開始



いつでもどこでもサービスを受けられるシームレスなまちづくり

マイナンバーカードで
図書館が利用可能

MaaS（移動市役所できめ細かく
行政サービスが出向く。住民票な
どの発行や福祉相談も可能。）

リモート行政相談窓口
（市庁舎まで行かなく
とも遠隔で行政相談）

子育て支援
アプリ（電子
母子手帳）

「書かない」ワンストップ行政窓口
（申請書への記入を省略）

公共施設の電子予約、
スマートロック

無人運用の
出張所

オンデマンド交通システムの検討など

避難所受付な
ど防災危機管
理での利活用

「スマート申請」自宅でも
証明書が取得できる

マイナンバーカードで給付
金も新たな手続き不要に
迅速に振り込み

無人のスマートス
トアで働き手不足
対策

空中ディスプレイで
非接触・衛生的

自治体マイナポイント給
付（子育て支援など）

証明書の
コンビニ交付

「マイナンバーカード利活用宣言（令和4年12月）」、「デジタル化推進計画（令和4年6月策定）」をベースに、市民カードとしてのマイナンバー
カードを利活用し、住み慣れた街にいつまでも住み続けられる、途切れない、きめ細かな、まちづくりをパッケージで推進。
「マイナンバーカード利活用宣言（令和4年12月）」、「デジタル化推進計画（令和4年6月策定）」をベースに、市民カードとしてのマイナンバー
カードを利活用し、住み慣れた街にいつまでも住み続けられる、途切れない、きめ細かな、まちづくりをパッケージで推進。

自宅にいながら自宅にいながら 近所で近所で 公共施設で公共施設で 市役所で市役所で
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地方自治体は、
公共施設の提
供などで企業
の実験的取り
組みを支援

企業は、官民
連携ＰＲによ
りCSRの一環
になり、広告
宣伝費の抑制
効果も

共同実験は
双方にメリッ
ト大きい

例：在外大使館では、日本製品のPRフェアなど実施

企業との協働は、役所の主要業務
・ 役所の危機意識の違いで、住民が損をするか、得をするか
・ 人口減少下で生産性をあげるにはデジタル技術導入は必須
・ アナログ的な創意工夫と、デジタル化によるコスト削減
・ それぞれの自治体に適した取り組みで



デジタル活用による持続可能な発展に向けて
既存の支援制度との違い

○ 地域の課題解決や魅力向上の実現に向けた地
方公共団体の取組を交付金により支援
○ 主に行政サービスのデジタル化に資する。
○ 実証実験や調査の経費は対象外。
○ 人件費、調査旅費、企業に対する給付、用地取
得や造成などの整備は対象外。

デジタル田園都市国家構想推進交付金

公共サービスや公共施設の高度化の支援が
中心（利用頻度少ない）
例：観光振興アプリ、鳥獣対策、母子手帳アプ
リ、書かせない行政窓口、ＭａａＳ、避難所受付、
図書館カードや印鑑登録証へのマイナンバー
カードの活用等

○ 一般的な生活をするにあたりストレスなく
シームレスな生活ができるように、デジタ
ル技術を手段として生活コミュニティに利
活用し、ウィズコロナの少子高齢化時代に
即した便利かつ効率的な共生社会システム
をパッケージとして実証実験。

新しい施策（案）

通勤、通学、通院、働き方、起業、買い物、
健康づくり、文化・スポーツなど普段の生
活に密着した施策（住民が成果を実感）
例：仮想商工会、仮想商店街、流通、新し
い雇用形態、新しい衣食住システムなど
これまでは民間任せにしていた分野に対
して、ソリューションを提示

○ 都市ＯＳとデータ連携基盤を構築。
○ 主に行政サービスのデジタル化。
○ スマートシティ実行計画を策定。
○ 官民で協議会を設立し体制構築が必須
○ 大規模であり中小自治体には困難。

スマートシティ推進５交付金

都市空間のセンサー、カメラ、ビーコンなど
IoTを通じてデータを断続的に取得して運用
（大規模インフラや住民データが必要）
例：防災、気象、環境、人流、インフラ、建設、
建築、地図地形、セキュリティ、都市計画、エ
ネルギー、発電、省エネ、スマートグリッド等

交付対象は地方自治体 交付対象は民間企業と地方自治体を含む協議会国が主体的に社会実証実験
（将来的に民間主導にできるよう標準モデルや

ルールを提案）
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